















































































なアクセス（Illegal access）」（同条約 2条），「違法な傍受（Illegal interception）」（同
3条），「データの妨害（Data interference）」（同 4条），「システムの妨害（System 
interference）」（同 5条），「装置の濫用（Misuse of devices）」（同 6条）等を定め
ているところ，これらのうちの 6条の罪，すなわち，これら「第 2条から前条
までの規定に従って定められる犯罪を主として行うために設計され又は改造
された装置（コンピュータ・プログラムを含む）（a device， including a computer 
program， designed or adapted primarily for the purpose of committing any of the 















3 ) 杉山＝吉田・前掲注 2）65頁，67頁注 3）。
4 ) 本条約の邦訳は外務省訳によった。






与える電磁的記録」（168条の 2第 1項 1号）の供用とその未遂（同条 2項， 3項），
人の電子計算機における実行の用に供する目的でのこれら電磁的記録等（同条 1


















6 ) 法制審議会刑事法（ハイテク犯罪関係）部会第 1回会議（2003年 4月14日）議事録，
杉山＝吉田・前掲注 2）65頁以下，大塚ほか編・前掲注 2）340頁以下［吉田］参照。
7 ) 法制審部会第 1回会議・前掲注 6），法制審部会第 3回会議・前掲注 5），法制審議














8 ) 第162回国会衆議院法務委員会議録26号 6頁［大林宏政府参考人］。本法案での本罪




































































13) 本罪の成立が認められたものとして，京都地判平成24・ 7・ 3 LEX/DB25482154（偽
の有料登録表示），千葉地判平成25・11・ 8裁判所ウェブサイト（データ流出），東




























































































































































































































































































































































































































































































































































































































28) 法制審部会第 6回会議・前掲注 7）参照。
